第14事件　保険上の個別指導を受けた医師除名

公共政策大学院　佐藤　弘美
【概要】

被告—社団法人Y
原告—社団法人Ｙの会員Ｘ

Ｚ—Ｙ専務理事

　ＸがＹの会員と対立。Ｙと県保険課から個別指導及びその後の自主点検を求められる。Ｘはそれが県保険課とＹの癒着と考え，Ｙの役員による診療請求不正請求を明らかにしようとする。知識のない一般人30人の協力の下，不正請求が行われていると判断。3名を告発する。かくして1名自ら自主点検の申告をした。ところがＺが医師会講演の際にＸが新興宗教の教祖のような異常な性格であるとの発言をし，ＹはＸを除名処分とした。これに対しＸはＹに対し除名処分の無効，Ｚに対し名誉毀損による損害賠償・謝罪広告を求めて訴えた。
・指導医療官がＹの保険担当理事経験者に委託されるポスト。

・県保険課を退職した者がＹの事務局長。

・保険の審査委員会も診療担当者である歯科医多数を占める。

【争点】

・任意加入団体における不当解雇

・調査手段の正当性

・医療の不透明性(水増し請求について)

【裁判所の判断】

(ⅰ)地位確認，除名処分の有効をみとめる。

　Ｘに対する意見聴取や反論，反対証拠提出等の民主的手続が決められていなかったが，Ｙは任意加入であり，強制加入に対してその必要性は低いため，処分の無効には及ばない。

　Ｘが以前から保険の水増し請求をしていたことは確かであるから，行政とＹの癒着によってＸが謂われのない自主点検を求められたとは言えない。

　Ｘの目的は認められるとしても，Ｘの取った手段は，Ｙ会員同士の相互の信頼関係を壊したのみならず，歯科医師と患者との信頼関係を損ない，社旗的相当性を欠く。

　社団法人Ｙ理念である，社会や会員の福祉の増進から逸脱しており，『本会の綱紀を乱した者』に該当する。

⇒よって，地位確認は棄却。

(ⅱ)謝罪広告の請求を棄却。

(ⅲ)損害賠償請求を一部認める。

【わからなかったこと】

・公益社団法人とは企業なのか，民間なのか。医師会との関係をどう捉えるか。

・確かに調査手段は適切ではなかったにせよ，Ｘに対する告知・弁明の機会が与えられていないにもかかわらず除名処分を認めるのは、Ｘに対して厳しすぎるのではないか。

・Ｙと県保険課の癒着はお咎めなしなのか。

【参考】

群馬県歯科医師会ＨＰ　http://www.gunshi.jp/
公益法人認定法の概要　http://www.gyoukaku.go.jp/siryou/koueki/ikou/dai1/siryou6.pdf

